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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第90期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４ 第90期中より、日本カイノール株式会社を新たに連結の範囲に含め、群栄興産株式会社を連結の範囲から除外しておりま

す。 

  

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 11,244 11,988 11,071 22,469 23,245 

経常利益 (百万円) 1,662 1,550 765 2,888 2,672 

中間(当期)純利益 (百万円) 679 1,130 426 2,069 1,666 

純資産額 (百万円) 38,210 40,975 41,932 39,639 42,117 

総資産額 (百万円) 49,621 55,242 57,516 53,063 56,149 

１株当たり純資産額 (円) 498.16 534.83 541.58 516.52 549.98 

１株当たり中間(当期)
純利益 

(円) 8.85 14.75 5.59 26.28 21.03

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.0 74.2 71.4 74.7 75.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,563 1,360 1,769 3,138 3,372

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,877 △1,169 △2,750 △3,656 △3,966

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,543 △93 1,676 2,464 △800

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,124 5,941 5,192 5,844 4,470

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用
者数〕 

(名) 
365 380 387 366 374 

〔50〕 〔58〕 〔73〕 〔51〕 〔63〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」に

ついては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第89期の１株当たり配当額10円には、資本金減少に伴う特別配当３円を含んでおります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第90期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

５ 第90期中の「資本金」は平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により、15,305百万円を無償にて減少させその他資本

剰余金へ振替えております。 

  

  

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 9,559 9,899 8,949 18,940 19,184 

経常利益 (百万円) 1,539 1,319 413 2,689 2,107 

中間(当期)純利益 (百万円) 659 1,015 279 2,019 1,364 

資本金 (百万円) 20,305 20,305 5,000 20,305 20,305 

発行済株式総数 (株) 89,983,085 89,983,085 89,983,085 89,983,085 89,983,085 

純資産額 (百万円) 37,959 40,570 40,258 39,346 41,469 

総資産額 (百万円) 47,854 53,120 54,171 51,209 53,400 

１株当たり配当額 (円) 2.00 3.00 3.00 6.00 10.00 

自己資本比率 (％) 79.3 76.4 74.3 76.8 77.7 

従業員数 (名) 283 289 291 285 285 



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

その他事業において、前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった日本カイノール株式会社については、株式

の追加取得により実質的に支配していると認められることとなったため、当中間連結会計期間より、連結子会社とし

ております。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった日本カイノール株式会社については、株式の追加取得により実質

的に支配していると認められることとなったため、当中間連結会計期間より連結子会社といたしました。 

また、前連結会計年度まで連結子会社であった群栄興産株式会社については、株式譲渡により実質的に支配してい

ると認められなくなったため、当中間連結会計期間より持分法適用関連会社といたしました。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

化学品事業 
285
（56） 

食品事業 
64
（12） 

その他事業 
38
（５） 

合計 
387
（73） 

従業員数(名) 291 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高をはじめとした原材料価格の上昇等から景気停滞への影響が

懸念されたものの、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加に加え、個人消費も底堅く推移するなど、緩やか

ながらも景気は拡大基調で推移いたしました。 

 樹脂業界は、原油高をはじめとした原材料価格の上昇等の厳しい状況が続きましたが、半導体業界向け、住宅関

連業界向け及び自動車関連業界向けが堅調に推移いたしました。 

 糖化業界は、夏場の天候不順の影響等もあり、清涼飲料及びアルコール飲料向けが伸び悩みました。 

 このような状況のもと、当社グループの売上高は前年同期比7.6％減の11,071百万円となりました。 

 利益面では、経費削減や原材料価格上昇分の販売価格の是正を行うなどの努力をしたものの、糖化製品の伸び悩

みや新工場稼動に伴う減価償却費などの経費が増加し、経常利益は前年同期比50.6％減の765百万円、中間純利益は

前年同期比62.2％減の426百万円となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

[化学品事業] 

 電子材料関連向けや自動車関連向け樹脂が堅調に推移したほか、原材料価格上昇分の販売価格の是正を行ってま

いりました。また、海外子会社も順調に推移した結果、売上高は前年同期比8.6％増の6,945百万円となりました

が、新工場稼動に伴う減価償却費などの経費が増加したことにより、営業利益は前年同期比29.2％減の535百万円と

なりました。 

[食品事業] 

 夏場の天候不順により異性化糖が伸び悩んだほか、アルコール飲料向け高機能穀物シロップが大幅に減少した結

果、売上高は前年同期比29.5％減の2,996百万円、営業損失は116百万円（前年同期より708百万円減）となりまし

た。 

[その他事業] 

 高機能繊維カイノールは、原材料価格の上昇分の販売価格の是正に努めましたが、海外の摩擦材用途向け及び活

性炭用途向けが伸び悩み、売上高は前年同期比15.8％減の1,130百万円、営業利益は前年同期比82.8％減の17百万円

となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における営業活動のキャッシュ・フローは、非資金項目控除前の税金等調整前中間純利益

2,011百万円を計上したことに加え、消費税等の還付金等による収入により前年同期比409百万円増加し、1,769百万

円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の償還等による収入があったものの、関連会社株式の取得

等と新工場の完成及び当社本社隣接地の購入により支出が増加したため、前年同期比1,580百万円支出が増加し、

2,750百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出や配当金の支払等がありましたが、設備投資

のための借入により収入が増加し、前年同期比1,769百万円収入が増加し、1,676百万円となりました。 

 この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前年同期比749百万円（12.6％）減少し、5,192

百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループは受注見込みによる生産方式をとっております。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  (注)当中間連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 6,370 7.1 

食品事業 2,644 △29.0 

その他事業 243 △23.0 

合計 9,257 △7.3 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 335 3.6 

食品事業 320 △36.2 

その他事業 752 △10.8 

合計 1,408 △15.7 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 6,945 8.6 

食品事業 2,996 △29.5 

その他事業 1,130 △15.8 

合計 11,071 △7.6 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

サッポロビール㈱ 1,840 15.3 ― ― 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、５年後に売上高に対する新製品比率を30％以上とすることを目標とし、主力製品であるフェノー

ル樹脂及び澱粉糖製品分野でのコア技術の深耕及び蓄積を継続するとともに、従来の素材開発から新たに技術集約型

である製品川下材料分野への用途展開を図り、技術集約型製品に必要な材料設計技術の獲得を目指してまいります。 

また、ユーザーのニーズの取り込み及びシーズの開発加速を行うため、当中間連結会計期間より当社開発本部内に

研究開発グループと市場開発グループを設置しております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は504百万円であり、事業の種類別セグメントの研究開発活

動は次のとおりであります。 

  

[化学品事業] 

主に当社が中心となり、電子材料、機能材料、複合材料、成形材料の４材料分野別に川下への材料開発を開始して

おり、材料設計技術としての高分子構造設計、アロイ、ブレンド、成形加工、実用評価技術に注力し、半導体、電

気・電子、自動車、工業材料分野への新製品上市を目指しております。 

当中間連結会計期間では、ＬＣＤ用材料、半導体用耐熱接着材料、耐熱金属接着性プライマー、高熱伝導材料、有

機ナノファイバー材料等の実用化の開発中であります。 

また、真球状樹脂のさらなる高機能化を図り、医薬用途を始めとした用途拡大をすすめております。 

さらに、糖類を化学修飾することにより新規な機能を持つ材料の開発を行い、その用途開発をすすめております。 

当中間連結会計期間に係る研究開発費は367百万円であります。 

[食品事業] 

当社が中心となり、機能食品、穀物糖化材料の各材料分野別に川下への材料開発を開始しており、酵素応用技術、

合成技術、最新鋭の穀物ダイレクト糖化パイロットプラント、アミノ酸等機能成分分析技術等を駆使して技術集約型

の新製品開発をすすめております。 

当中間連結会計期間では、澱粉糖化技術の応用として、新たにさまざまな穀物をダイレクト糖化した新規シロップ

材料を開発いたしました。 

当中間連結会計期間に係る研究開発費は121百万円であります。 

[その他事業] 

主に当社が中心となり、高機能繊維（カイノール）等の研究を行っており、プロセスを含めたコストダウンによる

用途拡大をすすめております。 

当中間連結会計期間に係る研究開発費は14百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備投資計画は、次のように変更いたしました。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 

土地(面積㎡) 

提出会社 本社 
(高崎市) 

化学品事業
食品事業 
その他事業 

土地
2,528 
(67,410) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名称 
設備の内容 

投資予定額 
資金

調達方法 
着手

年月 
完成予定 
年月 

完成後の

増加能力総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 

提出 
会社 

群馬工場 
(高崎市) 

化学品事業 
合成樹脂 
生産設備 

273 186 自己資金
平成17年
11月 

平成18年
10月 

合理化の
ため能力
の増加は
殆どなし 

滋賀工場 
(湖南市) 

化学品事業 
合成樹脂 
生産設備 

650 － 〃
平成19年
４月 

平成20年
３月 

合理化の
ため能力
の増加は
殆どなし 

タイ ジー 
シーアイ 
レヂトップ 
カンパニー 
リミテッド 

タイ工場 
(タイ王国
ラヨーン
県) 

化学品事業 
合成樹脂 
生産設備 

399 349 借入金
平成17年
４月 

平成19年
１月 

500t/月



  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
投資額
(百万円) 

完了年月 完成後の増加能力 

提出会社 

滋賀工場 
(湖南市) 

化学品事業 排水処理設備 281 平成18年８月 環境対応 

本社 
(高崎市) 

化学品事業 
食品事業 
その他事業 

建屋改修 184 平成18年６月 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)平成18年６月29日開催の定時株主総会における資本金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 176,211,000 

計 176,211,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 89,983,085 89,983,085
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

計 89,983,085 89,983,085 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年８月３日 ― 89,983 △ 15,305 5,000 ― 7,927 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社          568千株 

２ 上記には、自己保有株式 14,048千株（15.61％）及び群栄化学取引先持株会名義のユニプラ株式会社所有の相互保有株式 

236千株（ 0.26％）は含まれておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１丁目５－２ 6,185 6.87 

群栄化学取引先持株会 群馬県高崎市宿大類町700 3,825 4.25 

株式会社群馬銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

群馬県前橋市元総社町194
（東京都中央区晴海１丁目８－12） 

3,045 3.38 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,895 3.22 

株式会社横浜銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目
１－１ 
（東京都中央区晴海１丁目８－12） 

2,458 2.73

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１－５
（東京都中央区晴海１丁目８－12） 

2,105 2.33 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,943 2.16

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,584 1.76 

有田 喜一 群馬県高崎市 1,572 1.74

三菱ガス化学株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 1,485 1.65 

計 ― 27,099 30.12 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式 15,000株（議決権15個）が含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄には、自己保有株式 109株及びユニプラ株式会社所有の相互保有株式 123株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

(注) ユニプラ株式会社の「他人名義所有株式数」は、群栄化学取引先持株会（高崎市宿大類町700）を通して購入したもので同会

の名義となっております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
普通株式 14,048,000 

― ― 

（相互保有株式） 
普通株式   236,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 74,655,000 74,655 ― 

単元未満株式 普通株式  1,044,085 ― ― 

発行済株式総数       89,983,085 ― ― 

総株主の議決権 ― 74,655 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
群栄化学工業株式会社 

高崎市宿大類町700 14,048,000 ― 14,048,000 15.6

（相互保有株式） 
ユニプラ株式会社 

狭山市柏原337-24 ― 236,000 236,000 0.3

計 ― 14,048,000 236,000 14,284,000 15.9 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 493 473 394 373 362 357 

最低（円） 461 386 306 321 322 342 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）並びに前中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財

務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

 １ 現金及び預金     4,599     4,044     3,028   

 ２ 受取手形及び売掛金     6,762     6,838     6,313   

 ３ 有価証券     2,332     1,607     2,795   

 ４ たな卸資産     2,242     2,478     2,362   

 ５ 繰延税金資産     491     191     213   

 ６ その他     1,807     1,411     1,933   

   貸倒引当金     △5     △5     △6   

   流動資産合計     18,229 33.0   16,566 28.8   16,640 29.6

Ⅱ 固定資産                     

 １ 有形固定資産                     

  (1) 建物及び構築物   18,224     19,399     19,091     

    減価償却累計額 ※２ △11,077 7,147   △11,754 7,644   △11,251 7,839   

  (2) 機械装置及び運搬具   21,233     23,770     22,954     

    減価償却累計額 ※２ △17,544 3,688   △18,329 5,440   △17,716 5,238   

  (3) 土地     5,276     7,804     5,276   

  (4) その他 ※２ 4,052     2,784     2,887     

    減価償却累計額   △1,665 2,386   △1,736 1,048   △1,664 1,222   

   有形固定資産合計     18,499     21,938     19,577   

 ２ 無形固定資産     96     143     166   

 ３ 投資その他の資産                     

  (1) 投資有価証券     17,344     17,847     18,694   

  (2) その他     1,215     1,161     1,211   

    貸倒引当金     △142     △139     △141   

   投資その他の資産合計     18,417     18,869     19,764   

   固定資産合計     37,012 67.0   40,950 71.2   39,508 70.4

   資産合計     55,242 100   57,516 100   56,149 100 

            



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比

(％) 
金額(百万円)

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

 １ 支払手形及び買掛金     2,620     3,024     2,350   

 ２ 短期借入金     1,753     1,670     1,670   

 ３ 一年内に返済する 
長期借入金 

    1,050     1,874     1,121   

 ４ 未払金     3,285     2,544     2,804   

 ５ 賞与引当金     297     252     326   

 ６ その他     161     485     319   

   流動負債合計     9,167 16.6   9,852 17.1   8,592 15.3

Ⅱ 固定負債                     

 １ 長期借入金     2,658     3,948     2,215   

 ２ 繰延税金負債     434     313     935   

 ３ 退職給付引当金     942     1,082     1,072   

 ４ 役員退職慰労引当金     329     24     343   

 ５ 負ののれん     ―     56     ―   

 ６ その他     119     306     128   

   固定負債合計     4,484 8.1   5,732 10.0   4,695 8.4

   負債合計     13,652 24.7   15,584 27.1   13,288 23.7

                      

(少数株主持分)                     

  少数株主持分     614 1.1   ― ―   742 1.3

                      

(資本の部)                     

Ⅰ 資本金     20,305 36.8   ― ―   20,305 36.1

Ⅱ 資本剰余金     11,774 21.3   ― ―   11,774 21.0

Ⅲ 利益剰余金     10,808 19.6   ― ―   11,114 19.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,563 2.8   ― ―   2,366 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     △180 △0.3   ― ―   △132 △0.2

Ⅵ 自己株式     △3,295 △6.0   ― ―   △3,311 △5.9

   資本合計     40,975 74.2   ― ―   42,117 75.0

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

    55,242 100 ― ― 56,149 100

            



  

  

  
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比

(％) 金額(百万円)
構成比

(％) 金額(百万円) 
構成比

(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金        5,000       

２ 資本剰余金        26,849       

３ 利益剰余金        11,180       

４ 自己株式        △3,558       

株主資本合計        39,470 68.6      

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,702     

２ 為替換算調整勘定        △86       

評価・換算差額等合計        1,615 2.8      

Ⅲ 少数株主持分        846 1.5      

純資産合計        41,932 72.9      

負債純資産合計        57,516 100      

        



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     11,988 100   11,071 100   23,245 100 

Ⅱ 売上原価     9,006 75.1   9,069 81.9   17,713 76.2

   売上総利益     2,982 24.9   2,002 18.1   5,531 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,531 12.8   1,566 14.2   3,084 13.3

   営業利益     1,451 12.1   436 3.9   2,447 10.5

Ⅳ 営業外収益                     

 １ 受取利息   78     84     141     

 ２ 受取配当金   19     143     75     

 ３ 投資有価証券売却益   ―     132     ―     

 ４ 持分法による投資利益   22     15     37     

 ５ 為替差益   17     2     34     

 ６ 負ののれん償却額   ―   6   ―    

 ７ その他   16 154 1.3 23 407 3.7 37 326 1.4

Ⅴ 営業外費用                     

 １ 支払利息   21     16     42     

 ２ 租税公課   29     46     48     

 ３ その他   3 55 0.5 16 78 0.7 11 102 0.4

   経常利益     1,550 12.9   765 6.9   2,672 11.5

Ⅵ 特別利益                     

 １ 投資有価証券売却益   ―     477     ―     

 ２ その他   ― ― ― 2 479 4.3 ― ― ―

Ⅶ 特別損失                     

 １ 固定資産処分損 ※２ 7     96     33     

 ２ 減損損失 ※３ ―     460     ―     

 ３ 退職金制度変更による損失 ※４ ―     ―     104     

 ４ 会員権評価損   0     ―     0     

 ５ その他   ― 8 0.0 8 564 5.1 ― 138 0.6

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益 

    1,541 12.9   679 6.1   2,533 10.9

   法人税、住民税及び事業税   38     292     165     

   法人税等調整額   305 343 2.9 △146 146 1.3 541 707 3.0

   少数株主利益     67 0.6   106 1.0   160 0.7

   中間(当期)純利益     1,130 9.4   426 3.8   1,666 7.2

          



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     11,773   11,773 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

   自己株式処分差益   0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

    11,774   11,774 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     10,038   10,038 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   中間(当期)純利益   1,130 1,130 1,666 1,666 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   306   536   

 ２ 取締役賞与金   52 359 52 589 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

    10,808   11,114 

        



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

項 目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 20,305 11,774 11,114 △3,311 39,882 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当   △229 △306   △536 

 取締役賞与金     △55   △55 

 中間純利益     426   426 

 自己株式の取得       △247 △247 

 自己株式の処分   0   0 0 

 無償減資による資本金から 

 その他資本剰余金への振替 
△15,305 15,305     ―

中間連結会計期間中の変動額合

計(百万円) 
△15,305 15,075 65 △247 △411 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,000 26,849 11,180 △3,558 39,470 

項 目 
評価・換算差額等 

少数株主持分
その他有価証券
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,366 △132 742 

中間連結会計期間中の変動額       

 株主資本以外の項目の中間連 

 結会計期間中の変動額(純額) 
△664 45 103 

中間連結会計期間中の変動額合

計(百万円) 
△664 45 103 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,702 △86 846 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益   1,541 679 2,533 

 ２ 減価償却費   508 887 1,213 

 ３ 減損損失   ― 460 ― 

 ４ 負ののれん償却額   ― △6 ― 

 ５ 投資有価証券売却益   ― △602 ― 

 ６ 退職給付引当金増加額   35 2 165 

 ７ 役員退職慰労引当金増加額(又は減少額(△))   14 △322 28 

 ８ 受取利息及び受取配当金   △97 △228 △217 

 ９ 支払利息   21 16 42 

 10 売上債権の増加額(△)(又は減少額)   △191 △100 280 

 11 たな卸資産の増加額(△)(又は減少額)   △303 76 △406 

 12 仕入債務の増加額(又は減少額(△))   17 398 △259 

 13 その他   △284 349 △124 

    小計   1,263 1,610 3,257 

 14 利息及び配当金の受取額   146 268 250 

 15 利息の支払額   △20 △13 △41 

 16 法人税等の支払額   △29 △96 △93 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   1,360 1,769 3,372 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

 １ 有価証券の償還による収入   3,400 1,900 4,020 

 ２ 有形固定資産の取得による支出   △1,712 △4,079 △4,058 

 ３ 投資有価証券の取得による支出   △3,329 △2,351 △4,604 

 ４ 投資有価証券の早期償還等による収入   400 1,832 600 

 ５ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

   取得による純支出額 
  ― △131 ― 

 ６ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

   売却による純支出額 
  ― △16 ― 

 ７ ３ヶ月を超える定期預金の純減少額   110 50 189 

 ８ その他   △37 45 △114 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,169 △2,750 △3,966 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

 １ 短期借入金の純増加額   633 ― 550 

 ２ 長期借入金の借入による収入   133 3,000 277 

 ３ 長期借入金の返済による支出   △527 △526 △1,052 

 ４ 自己株式の取得・売却による純支出額   △12 △245 △26 

 ５ 親会社による配当金の支払額   △305 △533 △532 

 ６ その他   △14 △17 △15 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △93 1,676 △800 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― 25 20 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(又は減少額(△))   97 721 △1,373 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   5,844 4,470 5,844 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 5,941 5,192 4,470 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しており

ます。 

  連結子会社の数 ６社 

  主要な連結子会社の名称 

群栄商事株式会社 
タイ ジーシーアイ レヂトップ カ

ンパニー リミテッド 

群栄ボーデン株式会社 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しており

ます。 

  連結子会社の数 ６社 

  主要な連結子会社の名称 

  

前連結会計年度まで持分法適用

関連会社であった日本カイノール

株式会社は、当中間連結会計期間

より連結子会社となりました。 

また、前連結会計年度まで連結

子会社であった群栄興産株式会社

は、当中間連結会計期間より持分

法適用関連会社となりました。 

群栄商事株式会社 
タイ ジーシーアイ レヂトップ カ

ンパニー リミテッド 

群栄ボーデン株式会社 

日本カイノール株式会社 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しており

ます。 

  連結子会社の数 ６社 

  主要な連結子会社の名称 

群栄商事株式会社 
タイ ジーシーアイ レヂトップ カ

ンパニー リミテッド 

群栄ボーデン株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数 

２社 

会社等の名称 

日本カイノール株式会社 

ユニプラ株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数 

２社 

会社等の名称 

ユニプラ株式会社 

群栄興産株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数 

２社 

会社等の名称 

日本カイノール株式会社 

ユニプラ株式会社 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、タイ ジー

シーアイ レヂトップ カンパニー 

リミテッドの中間決算日は６月30

日であります。 

  中間連結財務諸表作成に当たっ

ては、同日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社のうち、タイ ジー

シーアイ レヂトップ カンパニー 

リミテッドの決算日は12月31日で

あります。 

  連結財務諸表作成に当たって

は、決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定) 

     時価のないもの 

      同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  

     時価のないもの 

      同左 

  ② たな卸資産 

     主として月別総平均法に

よる原価法 

  

  ② たな卸資産 

     同左 

  ② たな卸資産 

     同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社に

ついては、建物（建物附属設

備は除く）は定額法、その他

は定率法によっております。 

  また、在外連結子会社につ

いては、見積り耐用年数によ

る定額法によっております。 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

     同左 

  

 (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社に

ついては、建物（建物附属設

備は除く）は定額法、その他

は定率法によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

  また、在外連結子会社につ

いては、見積り耐用年数によ

る定額法によっております。 

  ② 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

  ② 無形固定資産 

   同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

  



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (3)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

  ② 賞与引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

     同左 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

  会計基準変更時差異につい

ては、10年にわたり定額法で

費用処理しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）にわたり、発生の

翌連結会計年度より定額法で

費用処理しております。 

  在外連結子会社は、該当事

項がありません。 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

  会計基準変更時差異につい

ては、10年にわたり定額法で

費用処理しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）にわたり、発生の

翌連結会計年度より定額法で

費用処理しております。 

  在外連結子会社は、該当事

項がありません。 

 （追加情報） 

  当社は、平成18年６月１日

付で退職金制度を適格退職年

金制度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度及び退職

一時金制度に変更しておりま

す。 

  変更に際し「退職給付制度

間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第１号）及び「退職給付制度

間の移行等の会計処理に関す

る実務上の取扱い」（実務対

応報告第２号）を適用したこ

とに伴い発生した退職給付引

当金の不足額等は、前連結会

計年度で特別損失に計上して

おります。 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

  会計基準変更時差異につい

ては、10年にわたり定額法で

費用処理しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）にわたり、発生の

翌連結会計年度より定額法で

費用処理しております。 

  在外連結子会社は、該当事

項がありません。 

 （追加情報） 

  当社は、当連結会計年度に

おいて平成18年６月１日付で

退職金制度を適格退職年金制

度及び退職一時金制度から確

定拠出年金制度及び退職一時

金制度に変更することが確定

したことに伴い、「退職給付

制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指

針第１号）及び「退職給付制

度間の移行等の会計処理に関

する実務上の取扱い」（実務

対応報告第２号）を適用し、

当該変更に伴い発生が見込ま

れる退職給付引当金の不足額

等104百万円を特別損失に計

上しております。 



  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    なお、この変更に伴い従来

の制度と比較し、退職給付引

当金は112百万円、税金等調

整前中間純利益は10百万円そ

れぞれ多く計上されておりま

す。 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

  当社、群栄商事株式会社及

び群栄ボーデン株式会社は、

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

  群栄商事株式会社、群栄ボ

ーデン株式会社及び日本カイ

ノール株式会社は、役員の退

職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

 （追加情報） 

  当社は、平成18年６月29日

開催の定時株主総会におい

て、当該内規を廃止し今後役

員退職慰労金の支給を行わな

いことを決議いたしました。 

  従って、役員の退職慰労金

支出に備えるため、当該決議

以前は内規に基づき計上して

おりますが、当該決議以降は

新たに発生しておらず、当中

間連結会計期間末において発

生している役員退職慰労金

は、当該決議以前から在任し

ている役員に対する支給確定

額であり、長期未払金として

固定負債の「その他」含めて

計上しております。 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

  当社、群栄商事株式会社及

び群栄ボーデン株式会社は、

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 同左 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    （ヘッジ手段） 

     金利スワップ取引 

    （ヘッジ対象） 

     保有する社債の受取金利 

  ③ ヘッジ方針 

 将来における金利変動リス

クの回避を目的として行って

おります。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動を完全に相殺

するものと想定することがで

きるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

  

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

  

  ③ ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

  

  ③ ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

 (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  

 (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

   同左 

 (6)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

 消費税等の会計処理 

   同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金・要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   同左 



  
会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）並びに改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計

基準第１号）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は41,086百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

  

――――――― 

――――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）を適用しておりま

す。 

 ただし、損益に与える影響はあり

ません。 

  

――――――― 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」

に含めて表示しておりました「未払金」（前中間連結

会計期間1,392百万円）については、負債、少数株主持

分及び資本の合計額の100分の５超となったため、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。 

  

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりました「租税公課」（前中

間連結会計期間３百万円）については、営業外費用の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 

―――――――



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

１ 受取手形割引高は40百万円で

あります。 

   受取手形裏書譲渡高は３百万

円であります。 

  

１ 受取手形割引高は30百万円で

あります。 

  

１ 受取手形割引高は39百万円で

あります。 

   受取手形裏書譲渡高は13百万

円であります。 

※２ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

※２ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

  

※２ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

―――――――  ３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

  受取手形     224百万円 

  支払手形     92百万円 

  

――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

  

運送・保管費 359百万円 

給料 284  

賞与引当金繰入額 89  

退職給付費用 28  

役員退職慰労引当金繰入額 14  

減価償却費 39  

研究開発費 134  

その他 582  

  計 1,531  

  

運送・保管費 329百万円 

給料 277  

賞与引当金繰入額 66  

退職給付費用 24  

役員退職慰労引当金繰入額 9  

減価償却費 51  

研究開発費 137  

その他 669  

  計 1,566  

  

運送・保管費 695百万円 

給料 567  

賞与引当金繰入額 96  

退職給付費用 55  

役員退職慰労引当金繰入額 28  

減価償却費 77  

研究開発費 269  

その他 1,293  

  計 3,084  

※２ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 

※２ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 

※２ 固定資産処分損の内容は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 6百万円 

機械装置及び運搬具 1  

その他 0  

  計 7  

機械装置等の撤去費 88百万円 

機械装置及び運搬具 7  

その他 0  

  計 96  

建物及び構築物 9百万円 

機械装置及び運搬具 20  

その他 3  

  計 33  



  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― ※３ 減損損失 

  当社は以下の資産について減損

損失を計上しております。 

  当社は、事業の種類別セグメン

トを基礎として事業の関連性によ

りグルーピングしております。 

  化学品事業の樹脂製造設備等に

おける資産グループについては、

新工場建設による生産集中化によ

り、高崎工場における当該資産

が、休止状態であり、将来の使用

見込も乏しいため、回収可能価額

まで減額し、当該減少額460百万円

を減損損失として特別損失へ計上

しております。 

  なお、回収可能価額は、主とし

て正味売却価額を基に算定してお

ります。 

  

用途 

（場所） 
種類 

減損損失

(百万円)

樹脂製造設備等 

(群馬県高崎市) 

建物及び

構築物 282 

機械及び

装置等 173 

ソフトウェア

等 4 

――――――― 

――――――― ――――――― ※４ 退職金制度変更による損失の

内訳は、次のとおりでありま

す。 

退職金制度変更に伴

う不足額 
103百万円 

その他 0  

  計 104  



  
(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場からの買取による増加  717,550株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増し請求に伴う処分による減少  744株 

  
  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 

  
  
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 89,983,085 ― ― 89,983,085

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 13,402,140 717,550 744 14,118,946

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 536 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 227 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月13日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 4,599百万円

短期金融資産 
(３ヶ月以内) 1,500  

計 6,099  
預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 △158  

現金及び現金同等物 5,941  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 4,044百万円

有価証券 8  

短期金融資産
(３ヶ月以内) 1,200

計 5,252  
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △60

現金及び現金同等物 5,192  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金 3,028百万円 

短期金融資産
(３ヶ月以内) 1,520  

計 4,548  
預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △78  

現金及び現金同等物 4,470  



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 25  156  182

減価償却累 
計額相当額 

12  80  92

中間期末 
残高相当額 

13  76  89

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

 

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額 
相当額 18 190 208

減価償却累 
計額相当額 

6 95 101

中間期末 
残高相当額 

11 95 106

 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

  

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額

相当額 22 156  179

減価償却累

計額相当額
8 96  105

期末残高

相当額 
13 60  74

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 37百万円 

 １年超 52  

  合計 89  

 １年内 37百万円 

 １年超 69  

  合計 106  

 １年内 32百万円 

 １年超 41  

  合計 74  

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

  

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

  

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 27百万円 

 減価償却費相当額 27  

 支払リース料 21百万円 

 減価償却費相当額 21  

 支払リース料 46百万円 

 減価償却費相当額 46  

      

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（注）当連結中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損８百万円を計上しております。 

  

区分 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円)

(1) 満期保有目的 
の債券 

        

① 社債 ― ― ― 102 102 0 ― ― ―

② その他 1,399 1,362 △37 2,999 2,830 △169 1,699 1,528 △171

計 1,399 1,362 △37 3,102 2,932 △169 1,699 1,528 △171

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円)

(2)その他有価証券         

① 株式 2,370 4,900 2,530 2,235 5,148 2,912 2,396 6,250 3,853

② 債券         

国債・ 
地方債等 

320 320 0 ― ― ― 300 300 0

社債 6,332 6,340 8 5,421 5,382 △39 6,432 6,373 △59

その他 5,210 5,201 △9 4,707 4,693 △14 5,209 5,152 △57

③ その他 553 640 87 10 9 △0 563 789 226

計 14,785 17,404 2,618 12,375 15,233 2,858 14,902 18,866 3,963

区分 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券  

 ① ＭＭＦ ― 8 ―

② 非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

476 855 505

計 476 864 505



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）並びに前連結会計年

度末（平成18年３月31日） 

  

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

    ２ 各事業の主な製品 

     (1)化学品事業・・工業用フェノール樹脂及びその関連製品、化学工業薬品 

     (2)食品事業・・・異性化糖、穀物シロップ、水飴、オリゴ糖及びその関連製品 

     (3)その他事業・・高機能繊維、高機能複合材料、その他 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

    ２ 各事業の主な製品 

     (1)化学品事業・・工業用フェノール樹脂及びその関連製品、化学工業薬品 

     (2)食品事業・・・異性化糖、穀物シロップ、水飴、オリゴ糖及びその関連製品 

     (3)その他事業・・高機能繊維、その他 

    ３ 会計方針の変更に記載の通り、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。ただし、損益に与える影響はありません。 

  

  
化学品事業 
(百万円) 

食品事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

6,395 4,250 1,342 11,988 ― 11,988

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 6,395 4,250 1,342 11,988 (―) 11,988 

営業費用 5,639 3,658 1,239 10,537 ― 10,537 

営業利益 756 591 103 1,451 (―) 1,451 

  
化学品事業 
(百万円) 

食品事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

6,945 2,996 1,130 11,071 ― 11,071

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 6,945 2,996 1,130 11,071 (―) 11,071 

営業費用 6,409 3,113 1,112 10,635 ― 10,635 

営業利益又は営業損失(△) 535 △116 17 436 (―) 436 



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1)化学品事業・・工業用フェノール樹脂及びその関連製品、化学工業薬品 

(2)食品事業・・・異性化糖、穀物シロップ、水飴、オリゴ糖及びその関連製品 

(3)その他事業・・高機能繊維、その他 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成18年
４月１日 至 平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
  
全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント
情報の記載を省略しております。 

  

  
化学品事業 
(百万円) 

食品事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,173 7,616 2,454 23,245 ― 23,245

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 13,173 7,616 2,454 23,245 (―) 23,245 

営業費用 11,616 6,871 2,309 20,797 ― 20,797 

営業利益 1,556 745 145 2,447 (―) 2,447 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・・・・・・タイ王国、マレーシア、中国、韓国 

(2) その他の地域・・・米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 1,276 146 1,422 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ― ― 11,988 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

10.7 1.2 11.9 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 1,434 114 1,549 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ― ― 11,071 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

13.0 1.0 14.0 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 2,623 247 2,870 

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ― ― 23,245 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 (％) 

11.3 1.1 12.4 



(１株当たり情報) 

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 534.83円 １株当たり純資産額 541.58円 １株当たり純資産額 549.98円

１株当たり中間純利益 14.75円 １株当たり中間純利益 5.59円 １株当たり当期純利益 21.03円

    

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 
  
中間連結損益計算書上の 
中間純利益 

  1,130百万円 

普通株式に係る中間純利益 

  1,130百万円 

普通株主に帰属しない金額の主な
内訳 

  該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

  76,628,771株 

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 
  
中間連結損益計算書上の
中間純利益 

  426百万円 

普通株式に係る中間純利益 

  426百万円 

普通株主に帰属しない金額の主な
内訳 

  該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

  76,407,392株 

１株当たり当期純利益の算定上の基
礎 
  
連結損益計算書上の 
当期純利益 

  1,666 百万円 

普通株式に係る当期純利益 

  1,611 百万円 

普通株主に帰属しない金額の主な
内訳 

  利益処分による取締役賞与金 

  55 百万円 

普通株式の期中平均株式数 

  76,613,727 株 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― ―――――――  当社は、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において、資本金減少

の議案が承認可決されました。 

  

(1)目的 

  配当分配可能額の充実を図ると

ともに、今後の機動的かつ柔軟な

資本政策に備えることを目的とし

ます。 

(2)減少すべき資本金の額 

          15,305百万円 

(3)減少後の資本金の額 

           5,000百万円 

(4)方法 

  発行済株式総数の変更を行わ

ず、資本金の額を無償で減少さ

せ、その全額をその他資本剰余金

へ振替えます。 

(5)効力発生日 

   平成18年８月３日（予定） 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

 １ 現金及び預金     3,680     2,648     1,636   

 ２ 受取手形     1,112     1,199     1,117   

 ３ 売掛金     5,005     4,521     4,779   

 ４ たな卸資産     2,039     2,053     2,076   

 ５ 有価証券     2,332     1,599     2,795   

 ６ 繰延税金資産     484     166     187   

 ７ その他     1,880     1,510     1,971   

   貸倒引当金     △1     △0     △1   

   流動資産合計     16,534 31.1   13,700 25.3   14,562 27.3

Ⅱ 固定資産                     

 １ 有形固定資産                     

  (1) 建物   12,795     13,715     13,528     

    減価償却累計額 ※１ △7,233 5,562   △7,669 6,045   △7,344 6,183   

  (2) 構築物   4,639     4,840     4,745     

    減価償却累計額 ※１ △3,538 1,100   △3,731 1,109   △3,579 1,165   

  (3) 機械及び装置   20,345     22,785     22,019     

    減価償却累計額 ※１ △16,875 3,470   △17,554 5,230   △16,992 5,027   

  (4) 土地     4,860     7,388     4,860   

  (5) その他   4,025     2,507     2,728     

    減価償却累計額 ※１ △1,752 2,272   △1,813 694   △1,754 973   

   有形固定資産合計     17,266     20,468     18,210   

 ２ 無形固定資産     93     140     164   

 ３ 投資その他の資産                     

  (1) 投資有価証券     17,861     18,633     19,148   

  (2) その他     1,505     1,367     1,454   

    貸倒引当金     △140     △139     △140   

   投資その他の資産合計     19,226     19,862     20,462   

   固定資産合計     36,586 68.9   40,471 74.7   38,837 72.7

   資産合計     53,120 100   54,171 100   53,400 100 

           



  

  

    
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

 １ 買掛金     2,127     2,074     1,816   

 ２ 短期借入金     1,500     1,500     1,500   

 ３ 一年内に返済する 
   長期借入金 

    1,050     1,648     1,050   

 ４ 未払金     3,261     2,473     2,774   

 ５ 賞与引当金     275     221     303   

 ６ その他     65     370     93   

   流動負債合計     8,279 15.6   8,288 15.3   7,537 14.1

Ⅱ 固定負債                     

 １ 長期借入金     2,525     3,948     2,000   

 ２ 繰延税金負債     469     323     968   

 ３ 退職給付引当金     929     1,059     1,058   

 ４ 役員退職慰労引当金     241     ―     251   

 ５ その他     105     292     114   

   固定負債合計     4,271 8.0   5,624 10.4   4,393 8.2

   負債合計     12,550 23.6   13,912 25.7   11,931 22.3

                      

(資本の部)                     

Ⅰ 資本金     20,305 38.2   ― ―   20,305 38.0

Ⅱ 資本剰余金                     

 １ 資本準備金     7,927     ―     7,927   

 ２ その他資本剰余金     3,845     ―     3,845   

   資本剰余金合計     11,773 22.2   ― ―   11,773 22.1

Ⅲ 利益剰余金                     

   中間(当期)未処分利益     10,219     ―     10,338   

   利益剰余金合計     10,219 19.2   ― ―   10,338 19.4

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

    1,551 2.9   ― ―   2,346 4.4

Ⅴ 自己株式     △3,278 △6.1   ― ―   △3,293 △6.2

   資本合計     40,570 76.4   ― ―   41,469 77.7

   負債・資本合計     53,120 100   ― ―   53,400 100 

           



  

  

    
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金        5,000 9.2      

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金       7,927        

(2) その他資本剰余金       18,920        

資本剰余金合計        26,848 49.6      

３ 利益剰余金               

    その他利益剰余金               

繰越利益剰余金       10,261        

利益剰余金合計        10,261 18.9      

４ 自己株式        △3,539 △6.5      

株主資本合計        38,570 71.2      

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券 
  評価差額金 

     1,687     

評価・換算差額等合計        1,687 3.1      

純資産合計        40,258 74.3      

負債純資産合計        54,171 100      

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円)

百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     9,899 100   8,949 100   19,184 100 

Ⅱ 売上原価     7,448 75.2   7,629 85.3   14,806 77.2

   売上総利益     2,451 24.8   1,319 14.7   4,378 22.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,246 12.6   1,266 14.1   2,505 13.0

   営業利益     1,204 12.2   53 0.6   1,872 9.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   164 1.6   427 4.7   325 1.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   49 0.5   66 0.7   90 0.5

   経常利益     1,319 13.3   413 4.6   2,107 11.0

Ⅵ 特別利益 ※３   0 0.0   485 5.4   1 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   7 0.0   564 6.3   136 0.7

   税引前中間(当期)純利益     1,312 13.3   334 3.7   1,971 10.3

   法人税、住民税及び事業税   5     232     58     

   法人税等調整額   292 297 3.0 △177 54 0.6 548 607 3.2

   中間(当期)純利益     1,015 10.3   279 3.1   1,364 7.1

   前期繰越利益     9,204          9,204   

   中間配当額     ―          230   

   中間(当期)未処分利益     10,219          10,338   

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

項 目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 20,305 7,927 3,845

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △229

 自己株式の処分 0

 無償減資による資本金から 
 その他資本剰余金への振替 

△15,305 15,305

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△15,305 ― 15,075

平成18年９月30日残高(百万円) 5,000 7,927 18,920

項 目 

株主資本 評価・換算差額等 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,338 △3,293 39,123 2,346

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △306 △536  

 取締役賞与金 △50 △50  

 中間純利益 279 279  

 自己株式の取得 △246 △246  

 自己株式の処分 0 0  

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△658

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△76 △245 △552 △658

平成18年９月30日残高(百万円) 10,261 △3,539 38,570 1,687



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

満期保有目的の債券 

   同左 

子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

    同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

満期保有目的の債券 

   同左 

子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

 時価のないもの 

    同左 

 (2)たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料・

仕掛品 

   月別総平均法による原価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

 (2)たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料・

仕掛品 

   同左 

貯蔵品 

   同左 

 (2)たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料・

仕掛品 

   同左 

貯蔵品 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

  建物(建物附属設備は除く)は

定額法、その他は定率法によっ

ております。 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

   同左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

  建物(建物附属設備は除く)は定

額法、その他は定率法によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

  

 (2)無形固定資産 

  定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 (2)無形固定資産 

 同左 

 (2)無形固定資産 

  定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

   同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

  

 (2)賞与引当金 

   同左 

  

 (2)賞与引当金 

   同左 

  

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異については

10年にわたり定額法で費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)にわ

たり、発生の翌事業年度より定額

法で費用処理しております。 

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

 会計基準変更時差異については

10年にわたり定額法で費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)にわ

たり、発生の翌事業年度より定額

法で費用処理しております。 

（追加情報） 

 平成18年６月１日付で退職金制

度を適格退職年金制度及び退職一

時金制度から確定拠出年金制度及

び退職一時金制度に変更しており

ます。 

 変更に際し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号）及び

「退職給付制度間の移行等の会計

処理に関する実務上の取扱い」 

（実務対応報告第２号）を適用し

たことに伴い発生した退職給付引

当金の不足額等は前事業年度にお

いて特別損失に計上しておりま

す。 

なお、この変更に伴い従来の制

度と比較し、退職給付引当金は

112百万円、税引前中間純利益は

４百万円それぞれ多く計上されて

おります。 

  

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異については

10年にわたり定額法で費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(５年)にわ

たり、発生の翌事業年度より定額

法で費用処理しております。 

（追加情報） 

 当事業年度において平成18年６

月１日付で退職金制度を適格退職

年金制度及び退職一時金制度から

確定拠出年金制度及び退職一時金

制度に変更することが確定したこ

とに伴い、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会

計基準適用指針第１号）及び「退

職給付制度間の移行等の会計処理

に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第２号）を適用し、当該

変更に伴い発生が見込まれる退職

給付引当金の不足額等104百万円

を特別損失に計上しております。 

 (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

――――――  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

  

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段） 

   金利スワップ取引 

  （ヘッジ対象） 

   保有する社債の受取金利 

  

 (3)ヘッジ方針 

  将来における金利変動リスク

の回避を目的として行っており

ます。 

  

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができるため、

ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

  

  

 (3)ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

  

  

 (3)ヘッジ方針 

  同左 

  

  

  

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動資

産の「その他」に含めて表示し

ております。 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

  

６ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（ロイヤルティ収入の計上区分変

更） 

 従来、「営業外収益」に計上して

おりました「ロイヤルティ収入」

は、当中間会計期間から「売上高」

に含めて計上する方法に変更いたし

ました。 

 この変更は、ロイヤルティ収入に

関する契約内容の変更及び利益管理

責任の明確化のために行った組織変

更を機に会計方針を再検討した結

果、当該収入が当社の開発した技術

に基づき関係会社が製造販売を行う

ことにより生ずる収入であり、近年

関係会社の販売拡大に伴い、当該収

入の金額的重要性が高まる傾向にあ

ることから損益区分をより適切に表

示するために行ったものでありま

す。 

 なお、この変更により従来と同一

の基準によった場合と比較し、「売

上高」及び「営業利益」はそれぞれ

46百万円増加しておりますが、「経

常利益」及び「税引前中間純利益」

への影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は40,258百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

  

（ロイヤルティ収入の計上区分変

更） 

 従来、「営業外収益」に計上して

おりました「ロイヤルティ収入」

は、当事業年度から「売上高」に含

めて計上する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更は、ロイヤルティ収入に

関する契約内容の変更及び利益管理

責任の明確化のために行った組織変

更を機に会計方針を再検討した結

果、当該収入が当社の開発した技術

に基づき関係会社が製造販売を行う

ことにより生ずる収入であり、近年

関係会社の販売拡大に伴い、当該収

入の金額的重要性が高まる傾向にあ

ることから損益区分をより適切に表

示するために行ったものでありま

す。 

 なお、この変更により従来と同一

の基準によった場合と比較し、「売

上高」及び「営業利益」はそれぞれ

90百万円増加しております。 

  

――――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。 

 ただし、損益に与える影響はあり

ません。 

  

――――――― 



表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め
て表示しておりました「未払金」(前中間会計期間1,374
百万円)については、負債及び資本の合計額の100分の５
超となったため、当中間会計期間より区分掲記しており
ます。 

――――――――

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― （役員退職慰労金） 

 平成18年６月29日開催の定時株主

総会において、当該内規を廃止し今

後役員退職慰労金の支給を行わない

ことを決議いたしました。 

 従って、役員の退職慰労金支出に

備えるため、当該決議以前は内規に

基づき計上しておりますが、当該決

議以降は新たに発生しておらず、当

中間会計期間末において発生してい

る役員退職慰労金は、当該決議以前

から在任している役員に対する支給

確定額であり、長期未払金として固

定負債の「その他」に含めて計上し

ております。 

  

―――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

※１ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

  

※１ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

――――――  ２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形 111百万円

―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 7百万円

有価証券利息 73  

受取配当金 51  

     

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 5百万円

有価証券利息 76  

受取配当金 186  

投資有価証券売却益 132  

※１ 営業外収益の主要項目 

  

受取利息 13百万円 

有価証券利息 130  

受取配当金 107  

     

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 18 百万円

租税公課 29   

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 14百万円

租税公課 46  

※２ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 34 百万円 

租税公課 48   

―――――― ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 484百万円

     

―――――― 

―――――― ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 96百万円

減損損失 460  

※４ 特別損失の主要項目 

退職金制度変更に

よる損失 

104 百万円 

    

    当社は以下の資産について減損

損失を計上しております。 

用途 

（場所） 
種類 

減損損失

（百万円）

樹脂製造設備等

(群馬県高崎市)

建物及び 
構築物 

282 

機械及び 

装置等 
173 

ソフトウェ

ア等 
4 

  



  

  

  

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   市場からの買取りによる増加  713,977株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増し請求に伴う処分による減少  744株 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    当社は、事業の種類別セグメン

トを基礎として事業の関連性によ

りグルーピングしております。 

  化学品事業の樹脂製造設備等に

おける資産グループについては、

新工場建設による生産集中化によ

り、高崎工場における当該資産

が、休止状態であり、将来の使用

見込も乏しいため、回収可能価額

まで減額し、当該減少額460百万円

を減損損失として特別損失へ計上

しております。 

  なお、回収可能価額は、主とし

て正味売却価額を基に算定してお

ります。 

  

  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 463百万円

無形固定資産 8  

計 471  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 830百万円

無形固定資産 19  

計 850  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,113百万円 

無形固定資産 22  

計 1,136  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 13,334,876 713,977 744 14,048,109



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
機械及び
装置 
(百万円) 

  

その他 
(運搬具、
工具器具 
備品) 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 3 42  46

減価償却累 
計額相当額 

1 15  16

中間期末 
残高相当額 

2 27  30

  
機械及び
装置 
(百万円)

 

その他
(運搬具、
工具器具
備品) 
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額 
相当額 3 42 45

減価償却累 
計額相当額 

1 21 23

中間期末 
残高相当額 

2 20 22

 
機械及び
装置 
(百万円)

 

その他 
(運搬具、
工具器具 
備品) 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額

相当額 3 42  46

減価償却累

計額相当額
1 20  21

期末残高

相当額 
2 22  24

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 10百万円 

 １年超 19  

  合計 30  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 7百万円 

 １年超 15  

  合計 22  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年内 9百万円 

 １年超 15  

  合計 24  

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

  

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

  

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

 支払リース料 13百万円 

 減価償却費相当額 13  

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

 支払リース料 5百万円 

 減価償却費相当額 5  

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 19百万円 

 減価償却費相当額 19  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日)及び当中間会計期間末(平成18年９月30日)並びに前事業年度末(平成18年

３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

  

  

(2) 【その他】 

第90期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月10日開催の取締役

会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― ――――――  当社は、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において、資本金減少

の議案が承認可決されました。 

  

(1)目的 

  配当分配可能額の充実を図ると

ともに、今後の機動的かつ柔軟な

資本政策に備えることを目的とし

ます。 

(2)減少すべき資本金の額 

          15,305百万円 

(3)減少後の資本金の額 

           5,000百万円 

(4)方法 

  発行済株式総数の変更を行わ

ず、資本金の額を無償で減少さ

せ、その全額をその他資本剰余金

へ振替えます。 

(5)効力発生日 

   平成18年８月３日（予定） 

  

① 中間配当金の総額 227百万円 

② １株当たり中間配当金 ３円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月13日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 事業年度
(第89期) 

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日 

  
  

平成18年６月29日
関東財務局長に提出。 

        

(2) 自己株券買付状況報告書
  

 
 
 
 
 

及び

平成18年７月７日
平成18年８月２日 
平成18年９月４日 
平成18年10月３日 
平成18年11月２日 
平成18年12月４日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成17年12月16日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている群栄化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、群栄化学工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  平  田     稔  ㊞   

        

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  飯  田   輝 夫  ㊞   

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月15日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている群栄化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、群栄化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  平  田     稔  ㊞   

        

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田     厚  ㊞   

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成17年12月16日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている群栄化

学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第89期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、群栄化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、従来、営業外収益に計上していたロイヤルティ収入を、当中間会計期間か

ら売上高に含めて計上する方法へ変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  平  田     稔  ㊞   

        

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  飯  田   輝 夫  ㊞   

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成18年12月15日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている群栄化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第90期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、群栄化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  平  田     稔  ㊞   

        

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  福  田     厚  ㊞   

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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